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工業 開発 と地 域 市場 の構 造

伊 藤 森右衛門
'

(1)開 題 一 いわゆ る 「工場適地調査」 と

経営位 置論的考察一

地域 開発 の構想は,ほ どん と例 外な く工業化(lndustrialization)を 目指

してい る。地域経済のマ ク ロ的考 察か ら全 国 と同 じ又はそれ 以上の経済成長

率 を実現す るた めに,生 産性 の高 い産業部門(特 に第2次 産業 の うち工業)

の拡 大発展に志 向 し,し たが って工業誘 致又は振興策を軸 として開発 構想 を

樹 て るのが常であ る。
くユ　

しか し,別 の機会に述 べた よ うに,工 業 開発は私企業 の分 野におけ る問題

であって,工 業部門の 目標 を掲げ るに して も現実に企業 が意思 決定 を行 なわ

ないか ぎ り画餅にす ぎない。 したが って地域総合開発 計画はそれが あ くまで

も目標計画であ るか ぎ り工業部門 の将来をいか よ うに推計 あ るいは期待す る

ことについて何 ら異論を唱え るものでは ないが,た だ地域 におけ る工業 開発

の具体的構想を樹て る場合,少 な くとも,い わゆ る 「適地業種 」を選定 しな

けれ ばな らない。 どの業 種 が 「適地」 なのかを吟味す る場 合,こ れか ら述べ

よ うとす る経営位置論的な考 察を通 じて行 な うべ きであ る といいた い。

今 日までの工業 開発計 画に有力 な資料 とな ってい るのは,昭 和33年 か らは

じめ られた 「工 場適地調査」であ ることは周知 の通 りであ る。 「工場適地調

査」 の諸項 目を検 討 して,ど の よ うな適地業種 を選定す るか が問題で あ る。

いわゆ る適地業種 の選定は概ね次 のよ うな考 え方に よって行 なわれ てい る。

(1)拙 稿 「北海道総合開発の経営学的考察」 日本経営学会編 「日本の経営」,

(森山書店,昭35年)所 収。
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す なわち,第 一は用地,用 水の如 き自然的条件 に恵 まれてい る とい うこと

か ら,用 地 ・用水に指 向す る業種を選定す る。例 えば,苫 小牧工業港の築設

に伴 な う鉄鋼 ・石油 コ ソビナ ー トを挙 げ る場合 の如 きであ る。

第二 は,北 海道 におい ては原材料指 向型 の業種選定が実 に多い 。本道の四

大 生産物 であ る農産物,畜 産物,林 産物,水 産物 お よび鉱産物を主 とす る業

種 は道内到 る ところ適地 とい って よいわけで,道 内各地 で食料品工業や繊維

板 工業 の如 きが選定 され る。原料指 向型 の最 も極端 な例 は石炭化学 お よび木

材 化学が挙 げ られ よ う。

第三 は,道 内市 場を 目当て とす る業種 も少 くない。工業 集積地域又は隣接

地 域 において多 くみ られ るのであ るが,関 連企業 としての機械工業 や コ ソク

リー トニ次製 品の如 きがそれ であ る。道 内工場適地調査で最 も多 く挙げ られ

てい る もののひ とつに都市 ガス事業が あ る。 しか し,地 域需要 に固着 してい

るものには ちがいないが,見 方に よってはエネルギー供給の条件 とみ るべ き

で あろ う。

以上三つの業 種選定 について若干 の例 を挙げて説 明 したのであ るが,各 々

の 選定 は もち ろん他 の条件 も勘 酌 され てい るとして も,な お業種 の経 営的位

畳 論的特性 について吟味 してみなけれ ぽな らないはずであ る。
ぐ　　

米花稔教授(神 戸大谷)は,「 経営 の位置 の問題は立地条件 としての技術

的 条件,市 場経済的条件,あ るいはそ の相互関係に よる制 約等が直接 的に関

係 を有す るのみでな く,間 接的 に広 く経営 の組織構成 を特徴づけ る技 術的条

件,市 場 的経済 的条件 が,経 済活動 の空間性 の問題にいち ぢる しい関係を有

してい る。」 と述 べ,「 位置 との関連 におけ る技術的性格」 「位置 との関連

1におけ る市 場経 済的性格 」お よび 「位置 との関連におけ る経 営構成 的性格 」

を三 つについて検 討 してい る。 この三つ の経営的性格を中心に も ういち ど前

述 の適地業種 の選定につい て考 えてみたい。

「位置 との関連 におけ る技術的性格」は,直 接 的関係 として 「気候,土 地

(2)米 花稔 著 『経営 位置論 」(日 本経 済新 聞社 刊,昭34年)pp・210-211.
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閥 係,水 等の 自然的条件,生 産技術上 の所要労働 の質的 な らびに量的条件 の

よ うな社会的条件があげ られ る。 ともに地域 的に多少 とも不均等 に所在す る
ゆ　

ものであ るか ら位置的特徴を もた らす ものであ る。」 この技術 的条件 の制約

臆 絶対 的な ものか らきわ めて小 さな程度 まで幾段階 もあ ろ うし,ま た補完又

は 変更 し うる条件 も考 え られ る。後者 の問題は多分に経営計算 的視 点か ら検

討 され るべ きであ ろ うが,経 営政策 のそれ として制 約 の補完又は変 更が吟味

されね ばな らない。

「位置 と関連す る技術的条件 」の間接 的関係 とい うのは,「 生産工 程の技

術 上 の 性格(機 械,装 置,オ ー トメーシ 。ソの ごとき),工 程 の可 分性等

で,こ れ らの多 くは直接 的にはあ ま り立地条件 にはな らないけれ ども,経 営

(会 社な らびに工場)の 規模,し たが って経営内の地域 的分化 のあ り方を特
くの

徴づ けて」 い る。ナ ー トメー シ ョソの もつ技術 的性格 は,鉄 鋼 ・石油 コ ソピ

ナ ー トについて吟味す るさいには 欠 くことの出来 ない条件 であ る。

「位置 と関連す る市場経済的性格 」の直接的関係は 「工場 が原料地指 向,

市場指 向,交 通(海 陸接 合点等)指 向あ るいは これ らの立地条件 に直接 的に
くの

制 約 され ない もの等に典型 的に分類 され る。」 ここで問題 となるのは 「空間

克 服 のための運送費用」 と同 じ く 「時間的側面」 とが あ る。北海 道は広大な

地 域 で あるだけ に 原料地指 向 とい って も,原 材料 の 輸送 費用 の問題 もあ る

し,製 品の域外市場 まで の輸送費用 も同様であ り,就 中後者 の場合輸送費用

は 大 きな ウエイ トを 占める ことは周 知の通 りであ る。 この問題については後

に詳 し く検討す るところであ るが,業 種選定 にあた って市場 の規模 と距離 と

は 重要 な因子で あ る。

「位置 と関連す る市場経済的性格」の間接 的関係 とは,「 環境 として の地

=域社会 との関係か ら,進 んで国民経済 の発展段階ない し構造,経 営存立 の背

(3)米 花 稔 著 「経 営 立 地 政 策 」 評 論 社 刊,昭36年,p・23.

(4)前 掲 書p.24.

(5)〃p.26.
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くの

景 としての市場経済的関係がそれであ る。」北海道 とい う地域が企業 に とウ

て どんな環境 として存在 してい るか,国 民経済の発 展段階にいか に対応 して

い くか,引 いては企業 に対す る地域社会 の態度は ど うか(米 花教授 は夙 に ビ

ジネス ・クライメイ トbusinessclimateを 問題 とされて い る。)こ れ らの

諸問題 も北海 道に とって検討を要す る点であ り,同 時 に,道 外か らみた北海

道 に対す る評価 も無視で きない。道 民の評価 と道 外か らの評価 のズ レこそ企

業誘 致に とってひ とつ の盲点 といわ ねば な らない。

次 いで 「位置 との関連におけ る経 営構成 的性格」 とは,「 経営 の規模,経

営 内の地域 的分化 等の経営 の内部関係 としての態 様な らびに経営相互 の地域

的集 中 と分散,さ らに垂 直的,水 平的な相 互関係 の形成 等の外 郭関係 として
くり

の存立 の態様 等」 で,経 営立地 の問題 点 の一つをな してい る。す なわ ち,経

営 の地域的分化 としては,製 造部門の地域的分化,製 造部門 と販売部門 の地

域 的分化,本 社 とそ の他の部門の地 域的分化 お よびそ の他特定職能部門 の地.
(8)

域 的分化 な どが挙げ られ てい る。北海 道の場合に原料か ら製品 までの一貫 し

た工程 を有す るものが少い し,同 時に,道 内に進 出 して くる企業 は大企業 の

地域的分化 の例が多い 。地域的分化 の態様か ら北海道 とい う地理 的位置や垂

直的,水 平的 な相互関係を改 めて見直す ことは企業誘 致お よび育成 上看過で

ない点 であ る。

前述 した よ うに,道 内の工業 開発構想 のなかで 自然的条件 の優位性か ら鉄

鋼 ・石油 コ ンビナー トの誘 致を例 として挙 げたのであ るが,こ の場合技術的

性格 の間接 的関係,就 中装置 の技術 的かつ経済的性格 を充分 に吟味 しなけれ.

ばな らない 。す なわ ち装置工業 は大規模 化 しつつ あ る し,多 角的 な関連を有

す る製 品をつ くり出す 。したが って製品化の段階がcombinationbypipeで

あ るとい う技術的 な性格 と,二 次か ら三 次 と最終製 品 までの段階 も近接 す る

(6)前 掲 書P・28.

(7)〃p.30.

(8)〃p.30.
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地域 に集積 していなけれ ばな らない。 しか も,製 品化の段階におけ る副産物

の市場性 な ども看過 出来ない。 もし道 内に鉄鋼 ・石油 コソピナ ー トが存在す

ると した場合,空 間的克服 のための費用だけが 明 らかに不利 とな ることは疑

いのない ところであ る。か りに新製 品が登場 し,こ の製 品が コソピナ ー トの

主 体 とな るのであれば,全 国的市場 を 目当 てに存立す る条件 が生 まれ て こよ

う。現在 の製品 であ るか ぎ り地元需要が小 さい うえに,全 国的市場 は既成工

場 の能力に よって充た され てい る。 したが って 「位置」の 自然条件は,そ の

業種が拡張 につ ぐ拡張をつづけ てい る場合 にのみ優位性 を主張 しうるし,前

に述べた製品化 の段階 もしくは最終製品 まで の関連業 種が存 在 してい る地域

で用地 ・用水 の 自然的条件が未 だ余地が あ り,そ して少 くとも経営計算的 な

限界に達 してい なけれ ば,企 業 の意思決定 に とって 自然的条件 の優位 のみで

は何 ら有力 な誘 因 とな らない。

同 じよ うな 問題 は 原料 地指 向型の 業種 に つい て もいえ る。 この よ うな 業

種は殆 ん と域外市場を含 めての経営規模を考 えざるを得 ない。 しか し,生 産

工程の可分性 のあ る業種は原料処理お よび半製 品が原料地指 向型 とな り,地

域的分化の態様を とる。北海道工業の構成 をみ ると原料処理又は半製 品の段

階 にあ るものが多 く,し か も殆 ん とが道外市場に出荷 してい る。原料地指 向

型 の業種があ って道外市場 を含 めての経 営規模 であれ ば,市 場 までの輸送費

用 や建 設費 の増嵩な どを カバ ーし うるであ ろ う。紙 パル プの如 く道 外 よりも

経営規模を大 き くして空間的克服が可 能 とされ るのであ る。 これに対 して道

内市場指 向型 にな ると経営規模 と市場 の大い さ(地 元需要)と の ア ソバ ラン

スが生 じて くる。 このア ソバ ラソス,言 いか えれば不利 な規模で操業す る道

内企業が価格面 で道外製品 と競争的立場 に立 され ることに なる。道 外の企業

が最適規模を選択出来 るとすれ ば,そ の価 格は輸送費用を プラス した ものに

な り,こ れ と競争す る道 内企業はその価格 よ りも下廻 っていなけれ ば市場 を

確 保で きない。

したが って市場 の狭阻性が道 内企業 の規 模に とって大 きな制 約 とな ってい

●
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る。道 外か らの移入量が・一定の大い さに達すれ ぽ道 内に も経営立地の条件 は

出来 る。 しか し,ひ とつ の企業 が 占め る市場 占有率が最適に近 い経営規 模に

達 し うるか ど うかが問題であ る。同時に製 品化 の段階 の条件 をいれ ると半製

品を生産す る道外企業が道 内で製 品化す る規 模 と市場に近接 して製品化す る

規模 と異な らざるを得 ない。半製 品の輸送費用 は量的増加 とともに有利化 し

て くる し,道 外で製 品化 して逆に道内市場に もち込む場合 も輸送費用の負担

は少 くな り,中 小規 模で製品化す る道内企業 との競争 で優位に立つ。道 外か

ら両者が半製品を もって くるとすれば,同 一企業 の地域的分化 と単一企業 と

の有利不利 の問題 とな るし,原 料又は半製 品を地元で調達で きるか ど うか と

い う地域内の垂直的な分化 の程度 と価格が後者(単 一企業)の 有利不利を決

定 す る条件 にな る。

以上三つの経営的性格 の種 々な場合を とり上げてみた ので あるが,要 す る

に企業 の誘致又は育成 を策定す るとき,技 術的性格 につい ては相当 の吟味 が

な され てい るが,し か し,他 の二つ の性格,す なわ ち市場経済 的性格 と経営

構成 的性格を軽視 してい ることを指摘 したい。

(2)北 海道経済 の対外的構造 と企業誘致

「位置 と関連す る市場的性格 」の直接 的お よび間=接的な関係 を検討す るに

あた って,地 域経済 の対外 的構造,す なわち移 輸出入 の構成 をひ とつの手 が

か りとして と り上げてみ よ う。

北海 道の移輸出入類 は,昭 和34年6,370億 円であったが,同36年 には約LS

倍 の9,491億 円に達 していて,道 民所得の伸びに比 して遙か に大 き く,移 輸

出は約1.4倍 に対 し移輸入は約1.5倍 と後者の倍率 が大 きい。

移 輸出入が道民所 得を上廻わ る伸びを示 してい るのは,移 輸 出については

地 域的特化 の商品 の量的増加お よび製 品の高次化に よる価 額の増 大を意味す

るし,移 輸入 については道 内市場の拡大,発 展 お よび移輸出入 を含 め経済規

模 の拡 大に伴 な う原材料消費量 の増大 とに よる。要す るに以上の傾 向は,移

■
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第1表 移輸出入額および道民所得の推移

区 到 昭和34年 昭和36年 36/34

移

輸

出

輸 出

移 出

計

百万円

21,314

275,063

296,377

百万円

19,891

402,107

421,998

%
93.3

146.2

142.4

移

輸

入

輸 入

移 入

計

22,393

318,250

340,943

44,976

482,134

527,110

200.8

154.5

154.7

合 計 637,020 949,108 149.0

道民所得 521,997 697,954 130.0

注 昭和38年版北海道経済白書p・51所 収

輸 出の 増大は 道外市場の 拡大であ り,移 輸入の 増大は 道 内市場の 拡 大であ

る。

しか し,移 輸 出については次の点が明 らかに されれば,道 外市場 の拡大 と

商 品特化の 方 向が 判 るので あ るが,現 在の 資料 か らは,こ れを 推 計で きな

い。 もし物価 の動 きを無視す る とすれ ぽ,移 輸 出入 の数量統計があ るか ら,

これ を金額で割れ ば,量 的な増 加が高 次化 に よる増加が ど うかが判 ることに

な る。 しか し,現 在 の推計は数量に単価 を掛け て推計 してい るので,単 価 の

と り方に依存 していて,以 上の ことを知 るための作業 も出来 ない。すなわ ち

①34年 当時 と同 じ商 品であ って,単 に数量 が増加 した もの,

② 同 じ商品であ るが,単 価が上昇 して金 額が増 大 した もの,

③ 商品 の加工又は製 造の段階 が高次化 して増 加 した もの,

④ 道 内で生産 され ていた商 品で,従 来移 出 され てい る もので新 たに加わ

った もの,

⑤ 従来道 内で生産 されていない もので,新 製 品 として移 出 され るよ うに

な った もの。

も し移輸 出の増大 した品 目について以上 の よ うな分類が出来れ ぽ,地 域商



一76一 商 学 討 究 第15巻 第3号

品 の特化的 な拡大が,(イ)量的なのか,質 的なのか,(ロ)需要増加に よるのか,

新市場 の獲得に よるのか,又 はの 新価格 に よるのか,新 需要に よるのかが判

る。 これ に よって 地域経済 の対外的 構造の 高度化 の一面を 知 りうる。原木

輸 出が製材 にな り,床 板にな り,そ して又単板か ら合板,合 板か ら繊維板へ

と高次化 し,そ れが 同時に 家具へ と製品化の 度合 を 高 めた とすれ ば,移 出

構 造の高度化であ る。そ れに よって付加価値手取 り率 も高 め られ ることに な

ろ う。同 じ分類の商品で も,ど の よ うな理 由で増大 したかは特化 の方向を考

え る場合 にきわめて重要 といわねば な らない。

逆 に移輸 出の減 少 した ものについて も別の角度か ら検討 してみ る必要があ

る。

① 製 品その ものが 陳腐化 して衰退 した もの,陳 腐化す るにい た った原因

は種 々考え られ る。.

② 道 外の競争が激 しくなって排除 され た もの,価 格的な場合 と販売 組織

上 の問題 な どあ る。

③ 道 内市場 の拡大 に よって移 出す る余力が な くなったが,あ るいは地元

市場が 有利 となった もの,

④ 商 品の加工度が高 まって別 の項 目に入 って しまった もの,

⑤ 原料不足又は枯渇 に よって生産 しな くな った もの。

移輸 出の減少原因の うち④ は移輸 出増大 に よるものに含 まれ る。① の場合

は国民経済 の発展 段階 とい うか,需 要構造の 変化 に 対応 出来 ない 例 であっ

て,道 内商 品のなか でそ の よ うな ものは少 くない。②の場合 も市場活動 の拙

劣 さに よって減退 を余儀 な くされ るもの もあ る し,逆 に移輸出増大が小 さい

場 合同様の原 因 とな ることもみ られ る。地域 に とって問題 なのは,原 材料が

生産 され ていなが ら,道 外品 に抑 さえ られて移入 品 目の増大に な るよ うな場

合 であ る。 フ ィシ ュ ・ソーセ ージの如 きはそれであ る。

移輸入増大お よび減少 につ いて も,移 輸出 の場合 と反対 の例を考えれ ば よ

いわ けであ る。
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① 道 内市場 の拡 大に よって単 に数量の増加 した もの,

② 価格の推移 に よって数量が増加 した もの,こ れ は道 内で一 部を賄 って

いた場合はそれだけ道 内 自給率 が下が る。

③ 道外商 品の加工又は製造の段階が高次化 して新製品 の項 目で増加 した

もの,

④ 新製 品の出現に よるもの,

⑤ 道 内生産の休廃止 に よって新 し くつけ加わ った もの。

移輸入 の増加で注意すべ き点は,道 内市場の拡 大に よって市場指 向型 とし

て 工場が新設 されれぽ移 入は減 ることとな る し,自また道 外企業が地元 市場を

有 利 とな り道 内向を止めた り減 らした りす る場 合,道 内生活が行 なわれ るよ

うにな り移入は減 った ことにな る。

企業誘致 といえぽ,道 外か ら進 出 して くることを連想 しが ちであ るが,既

第2表 品 目別移 出入金額 の変化

移 出 移 入

34年136年 34年136年

農 産 物 28,746 36,784 14,808 18,194

1 林 産 物 15,374 25,854 3,271 2,706

水 産 物 26,804 40,856 4,152 5,960

鉱 産 品 52,878 68,793 11,264 27,012

食 料 品 42,196 47,セ51 41,553 118,959

木 製 品 1,725 1,814 9,355 9,872

鉄 鋼 類 47,380 76,004 36,686 75,198

紙 ・パル プ 37,234 69,853 12,510 15,639

機 械 類 4,043 5,893 84,762 144,200

ゴ ム 皮 革 2,295 2,672 9,472 6,557

繊 維 品 6,914 7,821 49,960 60,068

化 学 製 品 6,638 13,861 18,039 34,921

窯 業 品 1,264 2,831 5,937 8,885辱

文具小間物 1,572 1,620 16,481 23,943

計 275,063 402,IO7 318,250 482,134

註 前掲資料P・50
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も

存 の企業 の新増設 を含めて考 えねぽ な らない。北海 道経済の対 外的構造 の変

化 と企業誘致 の状況 とを結 びつけてみ ることは有力 な手 がか りにな る。 「昭

和38年 度版北海道経済 白書」は企業誘 致について詳 しく分析 してい るが,こ

の場合 業種 については 軽工業,化 学 工業 お よび 重工業の3つ に 分類 してい

て,移 輸 出入の増減 の原 因別 については不明であ る。ただ新設工場についで

「仕入先,出 荷 先調 」 を示 して あ るので,こ れに よって 若 干の 推量は 出来

る。

軽工業は食料品,木 材,木 製 品,紙 ・パル プなどであ るが,こ れ らの原材

料の 「仕入先 」は87.3%が 道 内であ ることか ら資源依存型 の業種であ ること

は判 る。ただ この業種の製 品が単 に量的 な増加 なのか,高 次化 した ものか,

あるいは 新製 品 なのかは 示 され ていない 。 しか し,こ の業種 の製 品 「出荷

先」 は注 目に値 す る。す なわ ち,道 内企業 に よる新設工場は,道 内市場 が

54.8%,道 外市 場36.1%,外 国市場9.1%で,道 外企業は道 内市 場25.2%,

道外市場74.6%,外 国市場0.2%と な ってい る。 したが って,軽 工業 の新設

工場 は両者平均 して道 内市場34.6%,道 外市場62.3%,外 国市場3.1%で あ

るが,道 外市場 の比率 の高い ことお よび道 内企業の外国市場 向が9・1%あ る

ことは製 品の高次化を物 語 るもの とい って よいであ ろ う。資源依存型の業 種

が漸 く製品高次化に よって市場拡大 を 目指 してい ることが判 る。

化学工業 に ついて み ると,原 材料の 「仕入先」は77.4%の 外 国市場であ

り,製 品の 「出荷先」では道 内市場 が66.5%に 及 んでい る。 したが って,こ

の業種は道 内市場の拡大に よる 「新設 」 とみ て よい。道 内企業 と道 外企業 と

に分けてみ ると前者は完全 に市場指 向型 であ るが,後 者は約3割 を道 外市場

に移出 して い る。 これは全 く経営構成的 性格に よるもの とみ て よいのであ

り,他 面道 内市場 を足場 として道外進 出が 万能 とな ってい ることを示 してい

る。 これ は後に述べ る地域市場の大い さと経営規模 の問題 に関連す る。地元

市場が一定 の大い さになれ ば企業誘 致の可能性 が生 まれ るか ら,道 外企業 の

地域的分化 として進 出 して くる。 この場合道 内企業が新設 され道外市場に進
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出す るよ り,既 に道外市場 を もってい る道 外企業 の地域的分化が有利 であ る

ことはい うまで もない 。移輸入構造の分 析を通 じて どの ぐらいの大い さにな

れ ば,あ る経営規模を もつ工場 新設が可 能か とい うことを検討 してみ る必要

が あ る。,

最後 に重工業 についてみ ると,原 材料 の 「仕入先 」は割 り合いに道 内の比

重が高 く56・7%を 占めてい る。 また製品 の 「出荷先 」は道 内市場が87.1%で

あ って 道 内市場 の 拡大が誘 因 となって 「新設 」 されて い ることが判 か る。

「仕 入先 」が道 内で あ ることは,二 次,三 次 とい う製 品化が行 なわれてい る

とい うこ とであ り,恐 らく移入に依存 していた品 目であ ると考 え られ る。 し

か し,こ こで も道外企業は道 内企業 に比べ て 「出荷先 」の うち外 国市場の割

合は大 きい。原材料 メーカ ーが道 内にあ りなが ら,製 品化は道外 で行 なわれ

再 び逆 移入 して くる例 もあ るが,重 工業 の業種にその よ うな例が案外 に多

い。 したが って,道 内企業が小 さな規模 で も地元需要に応 ず るもの と して新

設 されて もよい し,道 外企業 の地域的分化が行 なわれ る可 能性はあ る。同時

に この業種は他 の業種 との関連度が高 い とい う意味で,工 業開発 のひ とつ の

軸 をなす もの として期待 され るわけであ る。

製 品の 「出荷先」の割合か らい うと,軽 工業 と化学工業 とは道 内市場 と道

外市場 とが逆比で あ る。前 者は道外市場6割 を 占め るが,後 者は道 内市場 が

同 じ比率 になってい る。 したが って,道 外か ら進出 して くる企業は市場指 向

であって,企 業誘致は時間を経 なけれぽ一一定 の経営規模で 「新設」で きない

ことを示 してい る し,道 内企業は高次化 によって道 外市場 におけ る競争力を

もち うる点が指摘 され る必要があ る。 「適地業種の選定 」については,ど う

して も市場 中心にい まいち ど再評価すべ きなのであ る。

結 論 と して,① 道 内企業 は資源依存型 の業種に多いが,し か し製 品の高 級

化 に よって市場拡大が可能であ るといえ るし,② 道 外企業 の進 出はそれを可

能 な らしめ る条件 と してあ る一定 の大い さの地元需要が必要で,そ れを足場

と して道外市場 に進 出で きる。
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第3表 仕入先,出 荷先調(新 設)

仕 入 先 出 荷 先
区 分

道 内 障 外1外 国 道 内障 外1外 国
件 数

軽 道 内 87.8 7.8 4.4 54.8 36.1 9.1 64

工 道 外 87.1 12.5 0.4 25.2 74.6 0.2 40

業 計 87.3 10.9 1.8 34.6 62.3 3.1 104

化 道 内 19.8 24.7 55.5 90.6 9.4 一 4

学
工 道 外 6.6 15.0 78.4 65.9 31.5 2.6 9

業 計 7.2 15.4 77.4 66.5 31.0 2.5 13

重 道 内 82.2 17.5 0.3 98.6 1.4 一
0

4

工 道 外 55.7 43.5 0.8 86.7 13.3 一 7

業 計 56.7 42.6 0.7 87.1 12.9 一 11

道 内 86.0 8.4 5.6 56.0 35.2 8.8 72

計 道 外 67.6 16.0 16.4 41.4 57.8 0.8 56

計 72.6 13.9 13.5 44・9
、

52.4 2.7 128

註 前 掲資料P・107

(3)結 論に代 えて 一地域市場 の大いさと

経営規模に関する事例的考察一

第2表 でみ られ るよ うに,鉄 鋼類(鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品)の 移入 は

34年 に比べ36年 は約2倍 にな ってい るが,こ れは道 内市場 の拡大 に よるもの

とい え る。ただ し,完 製 品,半 製品 お よび原材料に分類 して製 品の段階別に

み ることは 出来 ない。 しか し,道 内に鉄鋼 メーカーがあ るけれ ども,二 次製

品以上の メーカーは少 ない し,既 存 メーカ ーは経 営規模が小 さい 。道外か ら

の移輸入 と競争的な立場 にあ る し,こ れに対抗す るためには経 営規模 をあ る

程度大 き くしなけれ ばな らない。経営規模を大 き くして も地元需要が小 さい

か ら,ど うして も道 外市場に進出す る必要があ る。そ うす ると道 外企業 は一

貫 メー カーであ って,経 営規模 も大 きいか ら,運 賃 を負担 して道 外市場 で競
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争 出来 な い 。

以上 の よ うな ヂ レ ソマは 高 次 化 した 製 品 メ ーカ ーの 当面 す る 問 題 で あ っ

て,こ れ を克 服 す る た めに は 地 元 市 場 の 拡 大 に 侯 つ よ り ほ か ない とい え よ

う。

道 内 の二 次製 品 メ ーカ ーの成 長 過 程 を み て くる と,工 業 開発 と企業 誘 致 に

関 す る種 々な 示 唆 が 得 られ る。

(1)こ の メ ー カp…一は35年 か ら38年 まで の 間 に売 上高 は 約1・58倍 に な ってい

る。

(2)こ の メー カ ーの 主要 製 品 で あ るA製 品 は道 内需 要 が ほ ぼ 同 じ期 間 に 約

1.6倍,B製 品 は1.4倍,こ れ に対 して 出荷 数 量 はA製 品 約1.8倍,B製

品 は1.3倍 で あ る。

(3)同 メ ー カ ーの市 場 占有 率 はA製 品 約33%,B製 品 約70%で あ る。A製

品 は この期 間 に3%増 加 し,B製 品 は 大 体 同 じ比率 を 保 って い る。

同 メー カ ーの種 々な数 字は 公 表 を さけ て い るの で,こ れ 以上 触 れ る こ とは

拙 来 な い が,最 近 経 営 規 模 の拡 大 を計 り工 場 を 新設 した 。 した が って,同 メ

ー カ ーの 生産 能 力(約3倍)は 飛 躍 的 に 増 大 し,道 外 市 場(外 国市 場 も含 め

て)の 拡 大 に迫 られ てい て,今 後 の課 題 は 正 に市 場 開拓 以 外 の何 もの で もな

SC・o

しか し,こ こ まで企 業 を発 展 せ しめて きた 過 程 で 次 の よ うな経 緯 と経 営 方

針 を とって きた 。す なわ ち,(1)ま ず 鉄 鋼 メ ーカ ーの パ イ ロ ッ ト・プ ラ ソ ト的

な 性 格 を もって 発 足 して い る。 ② 新 製 品 の 開 発 に よ って 地 元 需 要 を 伸 ば し

た 。(3)外 国 か らの技 術 導 入 を行 な って きて い る。(4)同 種 メ ー カ ー との合 併 を

二行 な い 経 営 規模 の拡 大 と工 場 の集 中化 を 計 った 。 この た め に新 設 工場 を建 設

した 。(5)鉄 鋼 メ ー カPt一お よび商 社 を通 じ輸 出に 努 力 して い る。技 術 導入 の相

手 方 との連 繋 もあ る。(6)市 場 占有 率 の 引 き上 げ よ りも輸 出に よ って カバ ー し

よ うとい う販 売 方針 を と って い る。(7)管 理 体 制 を 整 えて 人 員 を極 力 抑 え生産

性 の 向上 に 努 め て い る。
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以上 の経 緯 お よび経 営 方 針 に つ い て 言 え る こ とは,ま ず 第1に 鉄 鋼 メ ー カ

ーの パ イ ロ ッ ト ・プ ラ ソ トと して 発 足 してい る とい う点 で あ る
。高 次 の製 品

メ ー カ ーに なれ ば な るほ ど,や は り道 外 大企 業 の 系 列下 に あ る こ とは,資 本

的 な 面 ば か りで な く技 術 指 導 や販 路 開 拓 の うえ で プ ラスが 大 きい 。 した が っ

て,工 業 部 門 の高 次 化 には 大企 業 自体 が パ イ ロ ッ ト的役 割 を果 た して も,らう

こ とが 必要 とな る。言 いか えれ ば,工 業 開発 は道 外 大企 業 の進 出 と育成 に 依

存 す る こと大 で あ る。 も し関 連 企 業 を必 要 とす る よ うな業 種 に あ っては,大

企 業 の パ イ ロ ッ ト・メ ー カ ーを中 心 に ユ ニ ッ ト方式(中 心 企 業 と関 連 企 業 と

が ひ とつ の 群 を つ くって進 出す る方 式)で あ る ことが必 要 とな る。

第2は 製 品 の高 次化 を はか るた め に は,や は り地 元 市場 が あ る程 度 の大 き

さで なけ れ ば な らな い 。 同 時 に市 場 占有率 が 低 くて もあ る段 階 まで は 損 益分

岐 点 の最 低 点 ぐ らい の 規 模 で 出発 しな けれ ば,最 初 か ら最 適規 模 は 目標 とす

る こ とが 出来 な い 。地 元 需 要 の一 部 を 占有 し,前 述 の最 低 点 に 達す る規 模 を

ロ'一カ ル ●ス ケ ■'"ル("IOcalscale")と 呼 びた い 。 した が っ て新 設 企業 を考

え る場 合,ロ ー カル ・デ マ ソ ドに見 合 うス ケ ール を 検 討す べ きで あ る。 最初

か ら道 外 市 場 を 含 め て創 業 す る こ とは きわ め て危 険 であ る。

そ して地 域 市 場 が 小 さい場 合 に は,同 業 メ ーカ ー との 合併 とか 協 定 とか必

要 で あ って,市 場 を奪 い 合 うよ うな ス ケール で は 共 倒 れ に な る。 した が っ

て,同 業 メ ーカ ーを 含 め て の ロー カル ・ス ケ ール を考 えね ぽ な らな い 。技 術

の 導 入 は 一 方 で は 規模 の拡 大,し た が って,量 産 体制 に 入 る こ とに な るか

ら,こ の 時 に 企業 の 合併 や集 中 を はか るべ きで あ ろ う。 合併 や 集 中 は結 局 ロ

ー カル ・ス ケ ール の選 択 す べ き範 囲 に まで及 ぼ してい か ね ば な らない 。

道 内 に立 地 す る企業 は 多 か れ 少 な か れ マ イ ナ ス 条件 を幾 つ も もって い るか

ら,技 術 革 新 で対 処 す べ きで あ る。優 秀 な機 械 を導 入 す る こ とは,革 新 的 な

意 味 もあ るが,マ イ ナス 条件 の カバ ーの た め に何 よ り必 要 で あ る。 した が っ

て,道 外企 業 と 同 じ技 術 水 準 で あ って は な らな いか ら,技 術 も ロ ーカル ・レ

ベル(地 域 の マ イ ナ スを 消 去 し うる)で あ る こ とを提 唱 した い 。
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同時に,こ の メーカーが新製品を開発 して地元需要 を占有で きた とい う事

例は,道 外 メ ーカーと同種であれば,価 格 の うえで打 ち負か されたか も知れ

ない 。地元需要のみな らず道外需要を 占有す るために も新製 品の開発は必要

であ る。資源依存型工業 は この新製品開発について余 りに も無関心す ぎる。

国民生活水準の上昇 や需要 構造の変化に対応す るために も新製 品の開発が必

要で あ り,こ れを通 じてのみ道 内お よび道外の市場 占有が可能 とな る。

以上 の諸点は経営位置 と関連す る技術的性格,市 場 経済 的性格 お よび経営

的性格 の直接的 お よび間接 的関連 についての諸点か ら判 か るのであ って,工

業立地 の位置論的再評価 の必要性 を如実 に示す事例 といえ よ う。




